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＜要	 	 約＞	

	 筆者らは 2007 度年から､日本企業を対象に、研究開発､製品開発に関する 2 つの調査を行ってき

た。本稿では、2018 年 11 月に行った「製品開発についての調査」(通算 10 回目)の結果について報

告する｡2007 年から 2018 年のトレンド係数が有意となったのは、設定した 250 項目のうち 27 項目

であった。変化した項目からは、「市場の変動の低下」「ユーザーとの関係の変化」「開発プロセス

での情報収集活動の低下」「製品の複雑化」｢業内、企業間での情報共有の進展｣｢企業内での公募､

知識や情報共有の低下｣などの問題が重要化していることがわかった。2017 年度の研究開発調査に

引き続いて､自社だけでなく他社との共生を目指す｢エコシステム｣についても質問したが、自社独

自のプラットフォーム設立、他社への提供、他社設立のプラットフォームの利用とも、評価は低い

ことがわかった｡	

	

	

＜キーワード＞	

	 製品開発，ユーザー・イノベーション，継続的アンケート調査，ビジネス･エコシステム､プラッ

トフォーム	

	

	

Longitudinal	Survey	on	New	Product	Development	2007-2018	

	

	

Kanoko	Go	

Faculty	of	Management,	Atomi	Woman’s	University	

	

	

Yutaka	Hamaoka	

hamaoka@fbc.keio.ac.jp	

Faculty	of	Business	and	Commerce,	Keio	University	

	 	

yh
ノート注釈
三田商学研究掲載前の未校正原稿です｡
参考までに公開しますが､引用は正式版が発刊されてからお願いします｡




 2 

	

１.研究の背景･目的とこれまでの知見	

1)	研究の背景･目的	

	 本研究を開始したのは 2005年であり､2006年のパイロット調査を経て､研究開発､製品開発という 2
つの調査を継続してきた｡開始した当時､日本企業の製品開発力については､自動車業界を対象とした 
Clark and Fujimoto(1991),事例調査およびアンケートによって業種間での比較を行った藤本､安本
(2000)､顧客志向に注目した川上(2005)などの研究があった｡ヒット商品の開発プロセスやブランドマネ
ジメントについて調査した民間の調査も行われていた(日経産業消費研究所 2002, 2003)｡これらは主に
製品開発プロセスに注目したものである｡一方で､開発された製品の市場における成功については､

Edgett et al. (1992)の日英での国際比較､Song and Parry (1997a,b)などがあった｡これらの研究は､そ
れぞれ開発プロセス､導入後のマーケティングについて注目しており､両者を統合した研究は筆者の知

る限り存在しなかった｡また､これらの研究における定量的な調査は､単発で終わっており､時系列での

比較ができない状況であった｡このため､日本では｢新製品の成功率が低い｣｢近年､顧客が見えなくなっ

た｣という言葉は聞くものの､それを裏付ける客観的なデータがない状況にであった｡さらに当時は､企

業内での製品開発だけではなく､ユーザー､特に消費者によるイノベーション (von Hippel 1988,2005)､
企業外部のサプライヤー､取引先､大学などからの知識を利用したオープン･イノベーション 
(Chesbrough 2003)､さらには想像的な消費者を前提とした共進化マーケティング (濱岡 2002)といっ
た､よりオープンな製品開発が注目されていた｡ 
このような背景で企図された本研究は、日本企業の研究開発、製品開発から市場における製品のパフ

ォーマンスに至る総合的なデータを蓄積し、その変化の動向を把握することを目的としている。そのう

ち本稿で紹介する製品開発調査では、マーケティング・リサーチや開発ツールの利用実態とあわせて、

Clark and Fujimoto（1991）、藤本・安本（2000）、川上（2005）などの研究で指摘された日本企業の
開発プロセス､ユーザーイノベーションに関する項目を含んでいることも特徴である。 
	

2)これまでの知見	

	 2006 年のパイロット調査後､本研究は 4年間を 1期として科研費を申請し､3 回助成を受けてきた｡

3 期目の最終年度に当たるので､製品開発に関する調査からの知見を概観しておく｡	

･長期的な変化動向	

2016 年 11 月に行った「製品開発についての調査(以下 2016 年調査と呼ぶ)」までのデータを用いて､

トレンド分析を行った(郷､濱岡	2017)｡2007 年から 2016 年までで､トレンドが有意となったのは，設定

した 250 項目のうち 25 項目であった。変化した項目からは，「自社の製品，技術的な強みの低下」「ユ

ーザーとの関係の変化」「開発プロセスでの情報収集活動の低下」「製品の複雑化」などの問題が重要化

していることがわかった。	

	

･ユーザー･イノベーション	

上述のように､本調査ではユーザー･イノベーションに関する設問も設定しているが､これまでの調査

によって、20％程度の企業がユーザー・イノベーションを認知している（濱岡	2010a,	b,	2011a;	郷･

濱岡	2015,2017）。さらに､ユーザー･イノベーションの発生の規定要因に関して､「情報の粘着性	

stickiness	of	information 仮説(von	Hippel	1994)」に基づいて､イノベーションに必要な技術情報､

ニーズ情報の質や量が､企業の能力、消費者の能力､ツールキット(von	Hippel	and	Katz	2002)	、コミ

ュニティ(濱岡	2002)	等によって規定されるという理論的枠組と仮説を設定した(濱岡	2011b)｡この調

査で収集されたデータを用いて検定し､ユーザー・イノベーションの発生に対して、ユーザーの問題解

決能力、企業の問題解決能力ともに正の影響を与えること､「情報の提供」および「コミュニティ」は

ともにユーザーの問題解決能力、ニーズ情報発	信能力に対して正の影響を与えることを明らかにした｡

一方で､「ツールキットの提供」によって、ユーザーの問題解決能力が低下する可能性が示唆された。

また､ユーザーイノベーションは、「製品開発や市場投入のスピード」「開発された製品の革新性」「市

場における成功」に対していずれも正の影響を与えていることが示された。	

	
･製品開発ツールの利用状況	
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濱岡(2013c,	2019)では､企業の情報化のうち製品開発ツールに注目して､その利用状況によって企業
を分類した｡その結果､(a)ツール利用に消極的､(b)古典的手法活用､(c)CAD+古典的手法､(d)CAD/CAE,遠
隔会議と古典的手法､(e)全体的に積極的に利用に分類した｡2007-2012 年までの分析(濱岡	2013c)では､
｢(1)ツール利用に消極的｣の割合が最も高かったが､2007-2018 年までの分析では､｢(5)全体的に積極的
に利用｣の割合が最も高くなった(濱岡 2019)｡この 4 年間でツールの利用が積極化したといえる｡｢新製
品開発スピード｣については､製品開発ツールのうち｢(5)全体的に積極的に利用｣が正で有意となったが､
｢製品の品質｣｢製品の革新性｣については､製品開発ツールは有意とはならなかった｡つまり､製品開発ツ
ールは､新製品開発スピードの向上には寄与しているが､｢製品の品質｣｢製品の革新性｣には直接的には
寄与していないことになる｡	
	
･ビジネス･エコシステム	

近年は､自社だけでなく他社との共生を目指す｢ビジネス･エコシステム｣が注目されている(Iansiti	

and	Levien	2004a,b)｡2017 年に行った「研究開発についての調査(以下 2017 年研究開発調査と呼ぶ)」

では､これに関する項目も設定した｡2017 年研究開発調査の結果､自社独自のプラットフォーム設立，他

社への提供，他社設立のプラットフォームの利用とも，評価は低いことがわかった｡	

	

本稿では、2016 までの調査に 2018 年に行った調査の結果を含め､2007 年から 2018 年までのトレンド

分析の結果を紹介し、単純集計の結果をまとめる。これまでに行った製品開発に関する調査の結果につ

いては、馬ら（2008）、尤ら（2009）、濱岡（2010a,	2011a,	2012b,	2013b）、濱岡・尤（2014)､郷･濱岡

(2015,	2017)を参照されたい。	

	

２.調査の概要	

1）調査方法	

	 本研究は4年間を 1期として科研費を申請し､3回助成を受けてきた｡はじめの2期 8年間､つまり

2007 年-2010 年および 2011 年-2014 年は上場企業に限定して､毎年､｢研究開発についての調査｣と

｢製品開発についての調｣を行ってきた｡2015 年度からの第 3 期では､上場企業とあわせて非上場企

業も調査対象に加える代わりに､二つの調査を交互に 1 年おきに行い､2015､2017 年度は｢研究開発

についての調査｣､2016､2018 年度は｢製品開発についての調査｣を行うこととした｡	

	 上場企業については､これまで通り以下のサンプリング方法とした。上場製造業について、ダイヤ

モンド社の会社職員録より、（1）「商品企画」など部署がある企業を選び、その長を選ぶ。（2）商品企
画などの部署がない企業については、広報部、管理部門など製品開発に関連がありそうな部署の長を選

ぶ1｡非上場企業についてもダイヤモンド社会社職員録を用いて､上場会社と同様の基準で 708 社を

選んだ｡このようにして計 1293 社を調査対象とした（表１）｡	

調査時期についてはこれまでと同様 11 月中旬~翌 1 月上旬までとした2｡最終的に 272 社からの回

答が得られ、回答率は 21.2%となった。上場､非上場別に回答率をみると前者が 14.6%であるのに対

して､後者では 26.7%と高くなっている｡	

	

2）調査項目	

	 本調査は以下の内容から構成されている3｡2016 年度は研究開発に関する国や自治体からの支援

について質問したが削除し､代わって2017年度の｢研究開発についての調査｣同様､ビジネス･エコシ

ステム､プラットフォームについての項目を質問した4｡	

                                                   
12016年の調査では､上場企業に関しては 2016年の新しい名簿からだけでなく､それに含まれていない企業を 2014年の
送付先からも抽出した｡しかし､2年前の名簿ということもあり､宛先不明で返送されるものがあったため､2018年度は過
去の名簿は使わなかった｡ 
22010 年までは 11 月末に送付していたが、2011 年からは、2週間程度早めた｡さらに 2011 年度調査は年内を締め切りと

したが、回答率が低かったため、1月に督促のはがきを郵送した｡このため、2012 年度からは締め切りを翌年 1	月とした｡ 
3 2010 年と 2011 年については、ラディカル･イノベーションについての 30 問程度を設定した｡これとあわせて調査票の
見直しを行い、2012 年からは流通経路や取引相手との関係についての設問、一つの因子にまとまらない変数を削除した

(濱岡,2013b)｡	
42012 年度から、これまでの分析結果を踏まえて、平均値が一貫して低く、実施されていない項目や、同一の概念を測定

するために設定したが収束妥当性が低い下記の 20 項目を削除した｡	

･研究開発の現状について	
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・自社について	

	 	 Q１	 業種	

	 	 Q２	 売上規模	

	 	 Q16	 組織文化など	

	 ・環境について	

	 	 Q3	 製品の特徴	

	 	 Q4	 市場の状況	

	 	 Q5	 他社と比べた自社の特徴	

	 ・ユーザーによるイノベーションについて	

	 	 Q6	 ユーザーの特徴	

	 	 Q7	 ユーザーによるイノベーションの実態	

	 ・製品開発プロセスの実態	

	 	 Q8	 市場情報の収集	

	 	 Q9	 情報の利用状況	

	 	 Q10	 発売した製品の数と成功数	

	 	 Q11	 製品開発のきっかけ	

	 	 Q12	 開発プロセスでの利用ツール	

	 	 Q13	 開発プロセスの特徴	

	 ･Q14	 ビジネス･エコシステム､プラットフォームについて	

	

                                                                                                                                                                         
	 ｢技術プッシュ型である｣｢ごく少数のコア技術の育成に注力する｣｢一つのコア技術を複数の製品、市場に展開する｣｢研

究開発も工場など現場と同じ所で行われる｣	

･海外での R&D について	

	 ｢時差を利用して、24 時間体制での研究開発を行っている｣｢各拠点では本社が強みをもった分野の研究を行っている｣

｢各研究開発拠点のマネジメント方法はほとんど同じである｣｢研究者や技術者の行動は各拠点によって全く異なってい

る｣｢各拠点は現地のマーケティングと十分に連携している｣｢海外拠点間での技術情報の交換は充分に行われている｣｢日

本から海外拠点への市場に関する情報提供は充分行われている｣｢海外拠点から日本への市場に関する情報提供は充分行

われている｣｢海外拠点間での市場に関する情報の交換は充分に行われている｣｢各拠点は、その国でトップクラスの研究開

発を行っている｣｢各拠点は、その国でトップクラスの人材を集めている｣｢各拠点では開発のスピードが向上している｣｢各

拠点は各地域市場での生産能力の向上に寄与した｣｢各拠点を通じた日本への技術移転が進んだ｣｢各拠点を通じた日本か

らの技術移転が進んだ｣｢各拠点と日本での研究の相乗効果が得られた｣	

	 一方、｢企業間関係のマネジメント能力(Kirschman	and	LaPorte，2008)｣について、下記を追加した｡	

	 ｢外部の個人、組織との共同研究、委託研究の成果を測定、評価している｣	

	 ｢外部の個人、組織と共同研究や委託研究を管理、進行する能力は高い｣	

	 ｢外部の個人、組織との共同研究や委託研究で問題が生じないように調整する能力が高い｣	
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表 1	 調査方法	
	 2007 年	 2008 年	 2009 年	 2010 年	 2011 年	 2012 年	 2013 年	 2014 年	 2016 年	 2018 年	

追加,変更項

目	
	 ｢開発のきっ

かけ｣につい

ての設問を追

加｡	

ユーザーとの

共同開発につ

いての項目を

追加｡	

ラディカル･

イノベーショ

ンについての

設問を追加｡	

2010 年から

変更無し｡	

取引先,ラデ

ィカル･イノ

ベーションに

ついての設問

を削除｡	

破壊的イノベ

ーションにつ

いての設問を

追加｡	

2013 年調査

から変更無

し｡	

破壊的イノベ

ーションを削

除｡政府･自治

体からの支援

についての設

問を追加｡	

政府･自治体

からの支援に

ついての設問

削除｡ビジネ

スエコシステ

ムについて追

加｡	

調査時期	 2007 年 11 月

20日-12月20

日	

2008 年 11 月

20日-12月20

日	

2009 年 11 月

20日-12月23

日	

2010 年 11 月

10日-12月10

日	

2011 年 11 月

10 日-2012 年

1 月 20 日	

2012 年 11 月

10 日-2013 年

1 月 9 日	

2013 年 11 月

11 日-2014 年

1 月 10 日	

2014 年 11 月

20 日-2015 年

1 月 9 日	

2016 年 11 月

18 日-2017 年

1 月 13 日	

2018 年 11 月

19 日-2019 年

1 月 11 日	
発	

送	

数	

	

商品企画	 319	 247	 260	

	

283	 288	 323	 318	 325	 354	 231	

(194/37)	

関連部門	 293	 399	 371	 328	 226	 285	 422	 318	 1216	 1062	

(391/671)	

研究開発	 -	 -	 	 66	 41	 114	 80	 101	 48	 -	

合計	 612	 646	 631	 677	 555	 722	 820	 744	 1618	

(860/758)	

1293	

(585/708)	

不到達数	 --	 --	 10	 7	 11	 7	 12	 7	 26(20/6)	 10(3/7)	

到達数	 612	 646	 621	 670	 544	 715	 808	 737	 1598	

(840/752)	

1283	

(582/701)	

有効回答者

数	

151	 124	 103	 133	 121	 149	 137	 112	 323	

(118/205)	

272	

(85/187)	

回収率(%)	 24.6	 23.4	 16.6	 19.9	 22.2	 20.8	 16.9	 15.1	 20.0	
(14.0/27.3)	

21.2	
(14.6/26.7)	

注 1)調査方法はいずれも郵送法であり、依頼状とともに調査票および返信用封筒を送付した｡	

	調査時期は依頼状に記した送付日および返送期限である｡実際には返送期限が過ぎても回答頂いたものも回答者数に含めてある｡	

注 2)	2011 年については、12 月 15 日時点での回答率が低かったため、未回答の企業に回答のお願いのハガキを送付した｡	

注 3)2012 年以降は、はじめから 2 ヶ月の調査期間を設定した｡また、サンプル数が少なかったため前年の商品企画部門送付先リストも併用した｡	

注 4)	発送数などの括弧内は(上場企業数/非上場企業数)｡
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３．時系列での変化	

	 以下では、前年との比較が可能な項目については、併せてグラフにまとめ、それぞれ、下記の略

号で示す。また、グラフ内の数字は 2018 年「製品開発に関する調査」の結果である5。12 年分のグ

ラフをすべて示すと煩雑になるので、2007、2013、2018 年の結果のみをグラフに表示する｡	

	

1）	 回答企業の業種分布（図１）	

	 業種の分布は比較的安定しており、｢機械｣｢電気機器｣｢化学工業｣｢自動車･自動車部品｣などの割

合が高くなっている。非上場企業は「食品」「電気機器」「その他製造業」などの割合が高くなって

いる。	

	

	

注)数字は2018年上場企業の値｡各年のサンプル･サイズは、特に注がない場合には表1に示す通り｡	

図１	 回答企業の業種分布	

	

2）トレンドの検定方法	

	 回答業種の分布が異なるため、年ごとの平均値をそのまま比較しても、本質的な変化なのか、それと

も業種分布の変化によるのかを判別できない。同一企業に長期的に回答して頂ければパネル分析を行う

ことができるが、11回ともに回答頂いた企業はなく、9回回答頂いた企業も 16社のみである。このた
め､年による業種の分布の影響を除去するために、これまでと同様、下記のような補正を行った（濱

岡	2010a，b，	2011a，b，	2012a，b，	2013a，b,	2014, 2018）。 
	 業種ダミー、回答年度を説明変数とする｡なお、2014 年度からは回答者の所属部署，社内での役

職､そして 2016 年については上場ダミーも追加した6｡5 段階尺度などメトリックな質問項目につい

                                                   
5 2006 年のパイロット調査については、張育菱ら	(2007)、	張也ら	(2007)を参照のこと｡ただし、調査項目、調査対象
が大きく異なる｡ 
6 所属部署については下記のように分類した｡ 
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ては回帰分析、選択式（0/1）の設問については二項ロジット分析を行った(線形トレンドモデル)。

ただし、調査の継続にともなってサンプル数が増加し、トレンドが検出される傾向が強くなってき

た｡このため、2012 年度からは、調査年の代わりに 2007 年を基準とした調査年ダミーを用いて同様

の推定を行った(ダミー変数モデル)｡AIC によって二つのモデルの適合度を比較し、線形トレンドモ

デルの方が適合度が高く、回答年度の係数が 0 という仮説が少なくとも 10%水準で棄却された場合

に、12 年間で増加もしくは減少のトレンドがあると判定する7。ただし、推定されたモデルのあては

まりは低いので、他の要因を考慮する必要があることに注意したい8。	

	

3)トレンドのある項目	

	 表 2 には、このようにして推定したトレンド係数の符号と有意水準を示す。本調査では 250 項目

を設定したが、それらのうちトレンド変数が有意になったのは表 2 で＋もしくは−の符号がついて

いる 27 項目であった。回答企業は毎年入れ替わっているが、このように安定した結果が得られた

ことは、単純集計に示すような傾向が日本企業に共通する傾向であることを示唆している。	

	 この表で例えば、＋＋＋とある項目は係数が正で 1％水準で有意であったことを示す。以下では、

トレンド係数が少なくとも 10％水準で有意となった項目、つまり＋もしくは−がついている項目に

注目して、大まかな傾向を指摘する。	

	

･市場の変動の低下	

	 市場の状況について、「消費者、ユーザーの好みの変化が激しい。」「価格競争が激しい。」が低下

傾向にある。ニーズに対応した製品の差別化や価格優位による競争が困難化している。	

	

･ユーザーとの関係の変化	

	 「ユーザーが実際に新しい製品を実現することがある。」は低下傾向にあり、さらに「インター

ネット上でのユーザー間での交流が活発である。」「対面でのユーザー間の交流が活発である。」と

いったユーザー間の交流、「貴社とユーザーのインターネットを通じた交流が活発である。」「貴社

が組織したユーザー会の活動は活発である。」「ユーザーが組織したユーザー会やコミュニティの活

動は活発である。」といった企業とユーザー間の交流は低下傾向にある。	

	

･開発プロセスでの情報収集活動の低下	

	 市場情報の収集について、「競合企業、製品のベンチマーク」は上昇傾向にある、定量的、定性

的なマーケティング･リサーチ手法の利用割合には変化は見られない｡比較的、低コストで顧客の利

用状況などを把握できる方法にシフトしている。 
	 また、ニーズ情報の入手について、｢製品を開発する際には事前に多量のニーズ情報を収集しな

ければならない。｣｢製品開発から発売までのプロセスで、さらに多くのニーズ情報が必要となる。｣

が低下傾向にあるが、｢消費者のニーズ情報を入手したり解釈するには手間やコストがかかる。｣は

増加傾向にある。ニーズ情報の収集自体への重要性は低下しているものの、必要な情報の粘着性

（von Hippel 1988）は高まっている。	
	

･製品の複雑化	

｢ユーザーがカスタマイズすることが容易な製品である。｣「ユーザーが開発したり、カスタマイ

ズするための情報やツールは簡単に入手できる。」は低下傾向にある｡これらはユーザー･イノベー

ションを促進すると考えられる｢技術情報の明示性｣を測定するために設定した項目であり、これが

低下していることは、ユーザーによるイノベーションが生じにくくなっていることを意味する｡	

この一方で、「多数の素材、部品、要素から構成される。」「特許の取得や、それによる保護が重

要な製品である。」が増加傾向にあり、製品の技術が複雑し、これを特許によって保護する動きが

強まっている。 
                                                   
7 線形ではなく曲線を仮定することも可能だが、細かい変化を示唆する理論もないため、年度とともに減少もしくは増加
するという線形トレンドモデルおよび、関数形を規定しないダミー変数モデルを想定した。 
8回帰分析の場合、多くの変数について R2は 0.1 にも満たない。 
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	 また、新製品の成功数をみると「これまでにない革新的な製品」は低下傾向であるが「これまで

の製品の改良、アイテムの追加など」は増加傾向にある。技術が複雑化が進む中で、製品開発の対

象が改良型の製品にシフトしている。  
	

･企業内、企業間での情報共有の進展	

「顧客ニーズ情報が事業部間、部門間で共有されている。」「親会社や子会社ともに情報を共有し

ている。」「親会社や子会社に対して優先的に技術についての情報を提供している。」といった会社

内外での情報共有が上昇傾向にある。社内での顧客のニーズ情報の共有が進んでいるほか、協力関

係にある企業との情報共有が進展している。 
 
･企業内の公募､知識や情報共有の低下 
	 企業内、企業間での情報共有が進展する一方で、「新製品開発や新規プロジェクトのテーマにつ

いて社内公募が行われている。」「必要な人材を集めるための社内公募制度が活用されている。」と

いった職能横断のチームによる開発、「必要な知識、情報を社内で共有、問いかけることができる

システムがある。」といった社内での知識や情報共有が低下傾向にある。顧客のニーズ情報の共有

についてはある程度の進展がみられるものの、技術やナレッジを共有、さらにはシステムを介した

社内コミュニケーションの円滑化には至っていない。	

	

･研究開発調査との比較	

	 同時に行ってきた研究開発についての調査で2007年からの11年間でトレンド変数が有意となっ

たのは 247 項目中 50 項目であった(濱岡	2017)。これら項目から、｢ユーザーへの評価，対応の低

下｣｢研究開発のオープン化の進展と限界｣｢経済的報酬から地位やプロジェクト内容で報いるとい

う研究開発におけるインセンティブ制度の変化｣｢海外での R&D の自律化と成果向上｣の一方で､「外

部連携のための人的交流機会の縮小」｢技術や品質の強化の一方での開発スピードの低下｣など、研

究開発が困難になっている一方で、｢トップによる方向性の明示や,信頼や公正さなど｣組織文化の

強化｣が進行していることがわかった｡製品カテゴリの特徴、競合他社と比べた自社の強み、企業理

念や組織文化についての項目は、二つの調査でほぼ共通であるが、研究開発担当者は自社の製品や

技術、組織への評価を高める傾向にあるが、製品開発担当者はこれとは逆の傾向がある｡市場によ

り近い立場であるためかもしれない｡	
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表	2	 12 年間のトレンド係数が有意となった項目	

	
注)数値は平均値(5 段階尺度)もしくは回答率(○をつけた企業の割合)｡	

	 有意水準については,	2007-2018 年の 12 年間の上場企業のデータ(ただし 2015 年，2017 年を除く)を用いて推定したトレンド係数の検定結果｡	

	 +++(---):係数は正(負)で 1%水準で有意		++(--):5%水準で正(負)で有意		+(-):10%水準で正(負)で有意	 	
		販売経路についての設問は 2012 年以降は削除した｡
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４．単純集計の結果	

	 以下では各設問について単純集計の結果を紹介する。前述のようにしてトレンド変数が有意とな

った項目についてはグラフ中に*を表示する。	

	

1）	 製品と市場の状況	

	 （1）	 製品カテゴリの特徴（図 2） 
	 「部品や素材だけでなく、生産などのノウハウが重要である」だけでなく「特許の取得や、それによ

る保護が重要な製品である。」も比較的高くなっている。前者はノウハウなど伝達しにくい知識であり、

情報の暗黙性の高さを示す。後者は特許によって明示された知識であり、情報の明示性を示す。これら

がともに高いということは、生産プロセス、製品の機能ともに独自性の保護が重要であることを意味す

る。時系列では、「多数の素材、部品、要素から構成される。」「特許の取得や、それによる保護が重要

な製品である・」が上昇傾向にあった。製品の構造自体が複雑化していることが窺える。 
	 ユーザー・イノベーションを促進するためにツールキットを提供することが重要であると指摘されて

いるが（von Hippel and Katz 2002）、「ユーザーが開発したり、カスタマイズするための情報やツー
ルは簡単に入手できる。｣「ユーザーがカスタマイズすることが容易な製品である。」はともに平均値が

低くなっており、提供が進んでいないことがわかる。時系列でみても、この両方の項目は低下傾向であ

り、ユーザーが容易にカスタマイズできることより、技術が複雑し、これを特許によって保護する動き

が強まっている。 
	

	

注)｢消費者向けの製品である｣は 2013 年から設定した｡2012 年度以降｢用途は多様である｣｢製品を

使いこなすにはかなりの努力が必要｣｢技術情報をユーザーが利用できるようになることは極めて

難しい｣は削除した｡	

図 2	 製品カテゴリの特徴	

	 （2）	 市場の状況（図 3） 
市場の状況については、Porter（1982）の枠組みを参照して市場の変化、競争、供給者、ユーザー・

消費者についての項目を設定した。全体としては、価格競争が激しく、利益を確保するために、新製品
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の投入が必要であることがわかる。時系列では、「消費者、ユーザーの好みの変化が激しい。」「価格競

争が激しい。」が低下傾向にある。ニーズに対応した製品の差別化、価格優位による競争が困難化して

いると言える。 

	

図 3	 市場の状況	

2）	 競合他社と比べた自社の強み（図 4） 
	 競合との競争の激しさを意識している企業が多かったが、ここでは競合他社との詳細な比較を行った。

「他社と比べて製品の品質、機能は高い。」「他社と比べると顧客満足度は高い。」「他社と比べて優れた

技術をもっている。」の平均値は高く、技術や品質については優位性があると評価している。一方、非

上場企業では「他社と比べて特許の数は多い」がやや低い傾向にある。上場企業に比べて回答いただい

た業種が企業の｢電気機器｣｢化学工業｣の割合が少ないことや、製品開発への資源が限られているこ

とによる影響であろう。 

	

図 4	 競合他社と比べた自社の強み	
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3）	 情報の収集と利用 
	 （1）	 市場情報の収集（図 5） 
	 「営業担当者を通じた情報収集」「競争企業、製品のベンチマーク」「顧客の利用／消費現場への訪問、

観察」「お客様窓口からの情報集約」など、日常の業務を通じた活動からの情報収集が行われているこ

とがわかる。これらに比べると、定量、定性的なマーケティング・リサーチの実施割合は比較的低い。

非上場企業は、消費者・ユーザーへの定量調査の割合がやや低いだけでなく、競合企業の分析も低い傾

向にある。 
	 時系列では、「競争企業、製品のベンチマーク」など、比較的低コストで顧客の利用状況などの実態

を把握できる方法の実施率が高まっている。 

 
図 5	 市場情報の収集	

	 （2）	 情報の利用、共有（図 6） 
「収集した情報を十分に検討している。」「潜在的なニーズも把握する。」の平均値は比較的高く、収

集したデータはある程度利用されている。情報共有については、自社内、親会社や子会社、他社に分け

て質問したが、「企業間の共同研究によく参加する。」は低くなっており、共同研究は他と比べると行わ

れていないことがわかる。なお、全体的に非上場企業では平均値は低く、顧客に関する情報収集や会社

内外での情報共有が上場企業と比べて進んでいないことがわかる。 
時系列では、「顧客ニーズ情報が事業部間、部門間で共有されている。」「親会社や子会社ともに情報

を共有している。」「親会社や子会社に対して優先的に技術についての情報を提供している。」といった

会社内外での情報共有が上昇傾向にある。導入しやすい IT ツールが増加していることもあり、会社内
での顧客のニーズ情報の共有が進んでいるほか、協力関係にある会社との情報共有が進展している。 
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図 6	 情報の利用、共有	

	

4）	 製品開発 
	 （1）	 新製品の開発数（図 7a，b） 
	 新製品の開発数について、総数および、新製品の革新性を考慮して、「これまでの製品の改良、アイ

テムの追加など」「大規模なモデルチェンジ、新ブランドの追加など」「これまでにない革新的な製品」

に分けて回答してもらった。 
1社当りの新製品の総数の平均は 44.5である。「これまでの製品の改良、アイテムの追加など」が 40.1

であるのに対して、「大規模なモデルチェンジ、新ブランドの追加など」は 5.8、「これまでにない革新
的な製品」は 0.4となっており、革新的な製品の開発の難しさがわかる。また、それぞれのうち成功し
たものの数は、発売したものの 2 分の 1 程度である。時系列でみても、「これまでの製品の改良、アイ
テムの追加など」の成功数は増加傾向だが、「これまでにない革新的な製品」が低下傾向である。開発

の対象が、比較的リスクが少ない改良型製品に移行していることが窺える。	
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図 7－a 新製品の開発数	

	

図 7－b	新製品の成功数	

	 注)無回答があるため,項目によってサンプル数は異なる｡開発した製品数が 500 を越える企業が

あったがはずれ値として，この集計からは除外した｡	

	

	 （2）	 製品開発のきっかけ（図 8） 
	 2008 年以降、新製品開発のきっかけについて質問している。このため､このグラフのみ 2007 年では
なく 2008年のデータを示す｡「消費者、顧客ニーズの変化、それへの対応」「競合相手への対抗」「消費
者、顧客からの要望／提案」「営業／販売現場からの要望」などが特に高くなっており、開発者以外か

らの要望が開発のきっかけとなることが多いようである。 
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一方、「規制緩和」「流行や計画的な陳腐化を行うため」「生産現場（工場稼働率向上のため）」が低い

ことから、開発はこれらの環境の変化や社内外の要請に対応するために行われるわけではないことがわ

かる。また、「社内での公募など公式な提案」と「社員の思い入れや熱意など非公式な提案」の両項目

が低いことから、社内での新製品への提案活動はあまり活発ではないことがわかる。これらについては、

時系列での変化は見られない。 
なお、非上場企業は「競争相手への対抗」、「海外の市場動向」、「技術環境の変化」「自社の技術開発

の成功」が低い傾向にある。新しい技術開発の困難化や市場動向を把握するための技術や資源の低さが

背景にあろう。 

 
注)この設問は 2008 年度から設定した｡	

図 8	製品開発のきっかけ	

	

	 （3）	 導入されている製品開発のツール（図 9） 
	 製品開発がどのように行われているかを知るために、用いるツールについて質問した。「CAD（コン
ピュータによる設計）」「CAE（コンピュータ上での試作，シミュレーション）」が 5 割以上の企業で用
いられている。ただし、「試作品の作成による外観などのチェック」「試作品の利用による問題発見」も

7 割以上の企業で行われており、情報化は進んでいるが、試作品も重要であることがわかる。非上場企
業ではこれらのツールの使用割合は全体的に低い傾向にあった。 
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図 9	導入されている製品開発のツール	

	 （4）	 製品開発のプロセス（図 10a，b） 
	 製品開発プロセスについては、開発の進め方、開発中のニーズ情報および技術情報の利用状況、開発

のための組織（メンバーの役割分担やリーダー）、手順、期限や目標の設定などについて質問した。 
	 Clark and Fujimoto（1991）は、日本の自動車企業の開発体制の特徴として、複数の作業が並行して
行われる「コンカレント開発」、メンバーが複数の機能を果たす「多重の役割分担」、多岐にわたる分野

についての知識と権限をもつ「重量級プロジェクト・リーダー」などを挙げている。 
「開発は様々な作業を並行して進める。」「プロジェクトメンバーは複数の役割を果たしている。」が

高くなっており、同時に複数の作業が進められ、かつ一人が複数の役割を果たすというコンカレント型

の開発が行われていることがわかる。一方、「リーダーは開発から発売に至るまでの多様な分野の知識

を持っている。」と比べると、「リーダーは開発から発売に至るまで責任と権限を持っている。」は低く

なっており、権限は比較的与えられていないようである。「開発の初期段階から生産計画も考慮する。」

「開発の初期段階からマーケティングや販売計画も考慮する。」というフロントローディング型の開発

（Thomke and Fujimoto 2000）であることもわかる。ただし、「研究開発とマーケティングの両方に
通じている者が多い。」の平均値は低い。これら日本企業の開発の特徴、強みが失われつつあるのかも

知れない。なお、非上場企業では「研究開発、生産、マーケティングなど、関連する部門からなるチー

ムから構成されている。」といったチームの職能多様性、「開発の手順は明分化されている。」「開発の各

段階で何をすべきか細かく決められている。」といった製品開発の手順の明確化がやや低い傾向にある。 
	 「試作品をユーザーに使ってもらって仕様を確定する。」と比べて「製品のコンセプトづくりの段階

から消費者、ユーザーに評価してもらう。」の平均値は低く、早期からのユーザーの参加は未発達のよ

うである｡また、「売上や利益などの目標を明確に定める。」だけでなく「発売した後も、売上目標をク

リアしているか追跡調査をする。」といった形で発売後についてもフォローしている。ただし、「発売し

た後も、定期的に広告などの追跡調査をする。」の平均値は低くなっており、最終的な目標については

フォローしているものの、それに至るマーケティング・ミックスレベルでの追跡が行われていないこと

がわかる。	 時系列では、｢製品を開発する際には事前に多量のニーズ情報を収集しなければならない。｣

｢製品開発から発売までのプロセスで、さらに多くのニーズ情報が必要となる。｣が低下傾向にあり、｢消

費者のニーズ情報を入手したり解釈するには手間やコストがかかる。｣が増加傾向にある。ニーズ情報

<;5?1

:?5:1
:;5?1

95;1

985?1

8?5:1

<>581

=<5;1

9;591

:=571

85:1 85:16561

86561

:6561

<6561

>6561

766561

7
5B
A
C
2Y
m
c
h
n
]
L
P
R
'
&
3

8
5B
A
D
2Y
m
c
h
n
]
�
I
M
(
�
oZ
f
h

k
n
Z
i
m

9
5d
k
U
m
p\
b
n
f
m
X
K
J
M
�
�
�

:
5

+
�
�
�
Z
\
a
g

;
5e
l
[
V
W
b
!
�
`
n
j

<
5�
*
"

=
5(
�
�
M
�
�
L
P
R
�
%
K
J
M

^
V
_
W

>
5(
�
�
M
	
�
L
P
R
�
0
�
$

?
5�
�
�
�
M
H
O
M
�
�
Z
\
a
g

7
6
5,
.
�
)
Z
\
a
g

7
7
5G
M
�
2�
�
�

L
@

3

4
4
7
8
5F
S
Q
N
�
T
K
E



 
�
2#
�
-
�
3

866= 8679 867> 867>/��



 17 

の収集自体への重要性は低下しているものの、必要なニーズ情報を移転させるためのコストは増加して

おり、「情報の粘着性」（von Hippel  1988）が高まっていることがわかる。	
	 また、非上場企業では、製品プロセスにおけるマーケティング・ミックスによる製品開発、および追

跡プロセスの割合が全体的に低い傾向にある。	

 
図 10－	a	 製品開発のプロセス(その 1)	

	

図 10－	b	 製品開発のプロセス(その 2)	

5）	 ユーザーおよびユーザー・イノベーション（表 3，図 11） 
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	 von Hippel （1988）は、科学計測機器や産業財について、ユーザー企業がイノベーションの源泉と
なっていることを示した。その後、オープンソース・ソフトウエアやスポーツなど、より一般的なユー

ザーがイノベーションの源泉となることが示されている（von Hippel 2005）。 
	 ユーザー・イノベーションの発生について、「（貴社の業界では）ユーザーが実際に新しい製品を実現

することがある。」と、別の設問として、「貴社のユーザーが、新しい製品をつくったりイノベーション

の源泉となったりすることはありますか?」という設問を設定した（表 3）。 
それぞれ 5 段階であるが、業界で広く考えると 1〜2 割程度がユーザーによるイノベーションの発生

を認知しているが、自社の顧客に限定すると 1割以下であった。とりわけ、非上場企業は上場企業より
も高い傾向にある。濱岡(2012)では､｢(ユーザーのニーズへの)企業の迅速な対応能力｣は､ユーザー･イノ
ベーションの発生に負の影響があった｡ここでの結果は､非上場企業は上場企業と比べて､情報収集や開

発のための資金や、開発のための人材が不足しており､企業の迅速な対応能力が低いためにユーザーに

よるイノベーションが起こりやすいことを示唆している。 
表 3	 ユーザー･イノベーションの発生に関する設問	

(a)ユーザーが実際に新しい製品を実現することがある。	

	 1.まったく

そうではな

い	

2.そうでは

ない	

3.どちらと

もいえない	

4.そうであ

る	

5.まったく

そうである	

4+5	 N	

2007	 9.9	 35.1	 33.8	 19.2	 2.0	 21.2	 151	

2008	 9.7	 26.6	 43.5	 18.5	 1.6	 20.2	 124	

2009	 13.6	 35.0	 35.9	 14.6	 1.0	 15.5	 103	

2010	 14.3	 35.3	 27.1	 21.1	 2.3	 23.3	 133	

2011	 13.2	 36.4	 28.1	 21.5	 0.8	 22.3	 121	

2012	 16.6	 35.8	 26.5	 19.2	 2.0	 21.2	 151	

2013	 16.8	 31.4	 26.3	 23.4	 2.2	 25.5	 137	

2014	 14.2	 31.9	 31.0	 23.0	 0.0	 23.0	 113	

2016	 13.7	 40.2	 26.5	 19.7	 0.0	 19.7	 117	

2018	 9.4	 40.0	 34.1	 16.5	 0.0	 16.5	 85	

2016非上場	 10.7	 37.4	 27.7	 24.3	 0.0	 24.3	 206	

2018非上場	 15.0	 39.6	 24.1	 20.9	 0.5	 21.4	 187	

全体	 13.1	 35.5	 29.8	 20.5	 1.0	 21.6	 1628	

(b)貴社のユーザーが，新しい製品をつくったりイノベーションの源泉となったりすることはありますか?	

	 1.まったく

そうではな

い	

2.そうでは

ない	

3.どちらと

もいえない	

4.そうであ

る	

5.まったく

そうである	

4+5	 N	

2007	 33.1	 31.1	 27.8	 7.3	 0.7	 7.9	 151	

2008	 14.5	 37.9	 31.5	 15.3	 0.8	 16.1	 124	

2009	 17.5	 45.6	 25.2	 10.7	 1.0	 11.7	 103	

2010	 15.8	 42.1	 28.6	 9.8	 3.8	 13.5	 133	

2011	 14.0	 53.7	 24.0	 6.6	 1.7	 8.3	 121	

2012	 25.3	 43.3	 19.3	 9.3	 2.7	 12.0	 150	

2013	 27.7	 37.2	 19.0	 13.1	 2.9	 16.1	 137	

2014	 16.8	 51.3	 21.2	 8.0	 2.7	 10.6	 113	

2016	 47.9	 29.9	 15.4	 5.1	 1.7	 6.8	 117	

2018	 41.2	 32.9	 20.0	 4.7	 1.2	 5.9	 85	

2016非上場	 48.1	 28.2	 15.0	 7.3	 1.5	 8.7	 206	

2018非上場	 46.0	 30.5	 13.4	 9.1	 1.1	 10.2	 187	

全体	 30.4	 37.7	 21.1	 8.9	 1.8	 10.7	 1627	

*)2007､2016 年、2018 年は、具体的にどのようなイノベーションかを記述してもらった｡他の年と
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傾向が異なるのは、そのためだと考えられる｡	

	

「優れた知識を持つユーザーが多い。」「優れた技術をもつユーザーが多い。」「極めて先進的なニーズ

をもつユーザーがいる。」など、ユーザーへの評価は比較的高くなっている。「ユーザーに新製品の発売

や使い方などについての情報を提供している。」「ユーザーに製品の技術を提供している。」など、自社

からユーザーに与えるだけでなく、「ユーザーからの苦情や喜びの言葉が伝えられることが多い」「ユー

ザーからの新しい製品についての提案が多い。」も高いことから、自社とユーザーとが相互作用してい

ることがわかる。さらに、「ユーザー間での交流」「貴社とユーザーとの交流」ともにインターネットよ

りも、対面での交流が活発であることがわかる。このように多様な主体が「共進化（濱岡 2002，2004，
2007）」していることがわかる。ただし、時系列では「ユーザーが実際に新しい製品を実現することが
ある。」割合は低下傾向であり、さらインターネットおよび対面でのユーザー間での交流、企業とユー

ザー間での交流も低下する傾向にある。交流の低下がユーザーによる製品の実現を低下させるひとつの

要因になっているのかも知れない。	

2009 年から追加した製品開発への顧客参加についての設問を見ると、｢ユーザーや顧客が製品開発プ

ロセスに参加することが多い。｣｢ユーザーや顧客と共同で製品開発することが多い。｣は一定数みられ

るものの増加傾向は見られない。また、「ユーザーに開発ツールを提供している。」は低くなっているこ

とからユーザー・イノベーションを促進させるようなツールキットの自社ユーザーへの提供はなされて

いないようだ。	

 

	

注)	｢ユーザーや顧客が製品開発プロセスに参加することが多い｣｢ユーザーや顧客と共同で製品開

発することが多い｣は,2009 年から設定した項目である｡	

図 11	ユーザーおよびユーザー･イノベーション	

	

6）	 企業理念や組織文化（図 12） 
	 企業全体について、リスク志向、社内での公募、マーケティング行動や顧客対応の一貫性、グループ

企業、経営の方向性とその共有、長期的志向、社内でのコミュニケーション、社会への貢献、社会から

の信頼について回答してもらった。 
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「経営の方向性をトップが明確に示している。」「経営の方向性を社員が意識している。」がともに高く

なっている。日本企業の特徴として、本部の戦略の不在と現場の強さが指摘されるが、そのような見方

に疑問を投げかける結果である。加護野ら（1983）は日本企業の特徴として集団志向によるコンセンサ
ス重視を指摘した。ここでも「組織の調和、コンセンサスが重視されている。」が高くなっているが、「個

人の主体性が重視されている。」も比較的高くなっており、単に集団志向であるのではなく、社員個人

の能動性が重視されていることがわかる。また、「貴社は顧客や取引先から信頼されている。」「貴社は

社会からも尊敬されている。」の 2 項目の平均値は高く、自社を信頼されている企業であると評価して
いることがわかる。 
時系列では、「新製品開発や新規プロジェクトのテーマについて社内公募が行われている。」「必要な

人材を集めるための社内公募制度が活用されている。」といった職能横断のチームによる開発、「必要な

知識、情報を社内で共有、問いかけることができるシステムがある。」といった社内での知識や情報共

有が低下傾向にある。顧客のニーズ情報の共有についてはある程度の進展が見られるものの、技術やナ

レッジを共有、さらにはシステムを介した社内コミュニケーションの円滑化には至っていないようだ。 
	

	

図 12	企業理念や組織文化	

	 	

5.ビジネス･エコシステム		

 他社との共生を重視する｢エコシステム｣という概念が重視されている(Iansiti and Levien 2004a, b)｡2017

年度に行った研究開発調査では､これに関する項目も設定した(濱岡  2018)｡本年も同じ項目で調査を行

った｡エコシステムが成立する条件として重要な、｢ビジネスの補完性｣｢プラットフォームの構築･提供｣｢他社

のプラットフォームの利用｣について、次のようにそれぞれ 2-3 項目を設定して測定した(図 13)｡ 

 

･ビジネスの補完性(α=0.605, 0.5989) 

 ｢貴社のビジネスのためには，自社だけでなく他社の製品やサービスの充実が重要である。｣ 

 ｢貴社のビジネスを補完できる相手を積極的に支援、連携している。｣ 

                                                   
9 二つのα係数はそれぞれ､NPD2018, RD2017の結果｡ 
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･プラットフォームの構築･提供(α=0.756, 0.667) 

 ｢貴社は(業界標準ではなく)独自の製品や販売･マーケティングに関する規格、情報、ツールを構築して

いる。｣ 

 ｢(業界標準ではなく) 貴社独自の製品に関する規格，情報，ツールを他社に公開･提供している。｣ 

 ｢貴社の販売･マーケティングに関する情報，ツール，サイト等を他社に公開･提供している。｣ 

･他社のプラットフォームの利用(α=0.804, 0.752) 

 ｢他社の提供する製品に関する規格、情報、ツールを利用している。｣ 

 ｢他社の提供する販売･マーケティングに関する情報、ツール、サイト等を利用している。｣ 

 

 ビジネスの補完性に関する 2 項目は平均値 3 よりもわずかに高いが、他の項目については、3 を下回って

おり、特に ｢貴社の販売･マーケティングに関する情報、ツール、サイト等を他社に公開･提供している、｣

は低くなっており、マーケティングにおけるプラットフォーム構築･提供は遅れていることがわかる｡非上場企

業はすべての項目について上場企業よりも平均値が低くなっている｡これは自社のプラットフォーム構築だ

けでなく、他社のプラットフォーム利用もしていないことを意味し、エコシステムのネットワークに組み込まれ

ていない企業が多いと解釈できる｡ 

 

	

注)数字は新製品開発調査 2018 年､上場企業の平均値｡	

RD2017:2017 年度に行った研究開発調査の結果(濱岡	2018)｡	

NPD2018:本年度行った､製品開発調査の結果｡	

図 13	 エコシステムに関する設問	

	

	

 

6.	 まとめ	

本稿では，2018 年 11 月に行った「製品開発についての調査」に関して，2007 年からのトレンド

の有無を検定し，単純集計の結果をまとめた。まず，回答企業の分布などが異なり，10 回とも継続

して回答した企業はないにも係わらず，設定した 250 項目のうち，有意なトレンドがあったのは 27
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項目のみであった。このことは，ここに紹介した結果が広く日本企業に共通する傾向であることを

意味している。	

一方，変化した項目からは，「市場の変動の低下」「ユーザーとの関係の変化」「開発プロセスで

の情報収集活動の低下」「製品の複雑化」「会企業内での公募､知識や情報共有の低下｣などの問題が

重要化していることがわかった。厳しい環境の下で、情報共有、柔軟な開発プロセス、優秀なユー

ザーとの連携といった日本企業の強みであった特徴が失われつつあるのかもしれない。	

	 また､本研究では 2017 年度の研究開発調査に引き続いて､自社だけでなく他社との共生を目指す

｢ビジネス・エコシステム｣についても質問したが、自社独自のプラットフォーム設立、他社への提

供、他社設立のプラットフォームの利用とも、評価は低いことがわかった｡	

	 これまで 1 期 4 年として 3 回の科研費を受け､12 年間調査を行ってきた｡今後も調査を継続し､日

本企業における研究開発､製品開発の実態把握や理論の構築と検証を行っていきたい｡	
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